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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
下記式（Ｉ－１）で表されるアミック酸繰返し単位および下記式（Ｉ－２）で表されるイ
ミド繰返し単位からなりそしてこれらの繰返し単位の合計に対し該イミド繰返し単位が６
０モル％以上を占めるイミド化重合体を含有することを特徴とする垂直配向型液晶配向剤
。

【化１】

ここで、Ｐ1は４価の有機基でありそしてＱ1は下記式（Ｑ－１）あるいは（Ｑ－２）のそ
れぞれで表される２価の有機基のうち１種以上と（Ｑ－３）あるいは（Ｑ－４）のそれぞ
れで表される２価の有機基のうち１種以上との組み合わせからなる、
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【化２】

ここで、Ｐ2は４価の有機基でありそしてＱ2は下記式（Ｑ－１）あるいは（Ｑ－２）のそ
れぞれで表される２価の有機基のうち１種以上と（Ｑ－３）あるいは（Ｑ－４）のそれぞ
れで表される２価の有機基のうち１種以上との組み合わせからなる、

【化３】

ここで、Ｘ1は、単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＮＨＣＯ－、
－ＣＯＮＨ－、－Ｓ－またはアリーレン基でありそしてＲ1は、炭素数１０～２０のアル
キル基、脂環式骨格を有する炭素数４～４０の１価の有機基またはフッ素原子を有する炭
素数６～２０の１価の有機基である、
【化４】

ここで、Ｘ2は、単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＮＨＣＯ－、
－ＣＯＮＨ－、－Ｓ－またはアリーレン基でありそしてＲ2は、脂環式骨格を有する炭素
数４～４０の２価の有機基である、

【化５】

ここで、Ｘ3は、－Ｏ－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＮＨＣＯ－、－ＣＯＮ
Ｈ－、－Ｓ－またはアリーレン基でありそしてＲ3は、炭素数１～２４のアルキレン基ま
たはハロゲン化アルキレン基である、
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【化６】

ここで、Ｒ4は、炭素数１～２４のアルキレン基またはハロゲン化アルキレン基である。
【請求項２】
式（Ｉ－１）におけるＱ1と式（Ｉ－２）におけるＱ2の合計に基づき、Ｑ1およびＱ2が、
式（Ｑ－１）および式（Ｑ－２）のそれぞれで表される２価の有機基を少なくとも７モル
％で含有する、請求項１に記載の垂直配向型液晶配向剤。
【請求項３】
式（Ｉ－１）におけるＱ1と式（Ｉ－２）におけるＱ2の合計に基づき、Ｑ1およびＱ2が、
式（Ｑ－３）および式（Ｑ－４）のそれぞれで表される２価の有機基を、少なくとも１０
モル％で含有する、請求項１または２に記載の垂直配向型液晶配向剤。
【請求項４】
請求項１～３のいずれかに記載の垂直配向型液晶配向剤から得られる液晶配向膜を具備す
ることを特徴とする液晶表示素子。
                                                                        

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は垂直配向型の液晶配向剤および液晶表示素子に関する。さらに詳しくは、良好
な垂直配向性、良好な塗布性、高い電圧保持率を兼ね備えた垂直配向型の液晶配向剤およ
び液晶表示素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　省スペース、低消費電力の観点から液晶ディスプレイに代表される液晶表示素子が多方
面に亘って使用されており、また活発な開発がなされている。これまでの表示方式として
は、誘電異方性が正である液晶を使用し、電圧印加により液晶分子を基板面に対して平行
から垂直方向へと駆動するＴＮ方式やＳＴＮ方式が広く使用されてきた。
【０００３】
　近年、表示品位の更なる向上に向けＴＮ方式やＳＴＮ方式に加え、誘電異方性が負の液
晶を使用し、電圧印加時に液晶分子が基板面に対して垂直から平行に配列するＶＡ方式が
開発された。ＶＡ方式においては、電圧無印加時において黒表示がなされるためＴＮ方式
やＳＴＮ方式に比べ、光の透過量を容易に小さくでき、バックライトの輝度を大きくする
ことなく高い明暗のコントラストを得ることが可能である。
【０００４】
　液晶配向膜は、本来液晶分子を一軸方向に配向させることを目的としているが、実際の
素子として、より高品位の表示を得る目的から高い電圧保持率かつ低い残留電荷という電
気特性を合わせ持つことが求められている。また、ＶＡ方式において液晶配向膜に求めら
れる重要な特性の一つとして、液晶分子の電圧無印加時における初期配向状態が挙げられ
る。これまでのＴＮ方式やＳＴＮ方式の場合、電圧無印加時における液晶の基板面に対す
る傾き角は数度程度であり、ラビング処理等の配向処理を必要としていたのに対し、ＶＡ
方式では基板面に対して垂直近辺の角度に規制することが求められる。また、この場合ラ
ビング処理を必要としないことが特徴として挙げられる。
【０００５】
　従来、これら液晶配向膜として、耐熱性、液晶との親和性あるいは機械的強度に優れる
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ことから、いずれの表示モードにおいてもポリアミック酸あるいはこれを脱水閉環したポ
リイミドが多くの液晶表示素子に使用されている。
【０００６】
　現在、垂直配向型液晶表示素子の液晶配向膜は、特許文献１に記載されているように液
晶配向剤を基板に塗布することで形成され、基本的な特性として液晶の（１）垂直配向性
が必要となる。近年では、垂直配向性に加えて、（２）高い電圧保持率と（３）基板への
良好な塗布性が要求されており、例えば電圧保持率が低いと外部から液晶内への不純物混
入等の際に、輝度ムラが生じ易くなる。また、液晶配向剤の基板への塗布性が悪いと、例
えば配向膜に膜厚ムラやピンホールを生じ、表示欠陥や輝度ムラの原因となる。
【特許文献１】特開２００２―３２７０５８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、液晶の垂直配向性、高い電圧保持率および基板への良好な塗布性を全
て備えた液晶配向剤を提供することにある。
【０００８】
　本発明の他の目的は、本発明の上記液晶配向剤による液晶配向膜を備えた液晶表示素子
を提供することにある。
【０００９】
　本発明のさらに他の目的および利点は、以下の説明から明らかになろう。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明によれば、本発明の上記目的および利点は、第１に、下記式（Ｉ－１）で表され
るアミック酸繰返し単位および下記式（Ｉ－２）で表されるイミド繰返し単位からなりそ
してこれらの繰返し単位の合計に対し該イミド繰返し単位が６０モル％以上を占めるイミ
ド化重合体を含有することを特徴とする垂直配向型液晶配向剤。
【００１１】
【化１】

【００１２】
ここで、Ｐ1は４価の有機基でありそしてＱ1は下記式（Ｑ－１）あるいは（Ｑ－２）のそ
れぞれで表される２価の有機基のうち１種以上と（Ｑ－３）あるいは（Ｑ－４）のそれぞ
れで表される２価の有機基のうち１種以上との組み合わせからなる、
【００１３】
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【化２】

【００１４】
ここで、Ｐ2は４価の有機基でありそしてＱ2は下記式（Ｑ－１）あるいは（Ｑ－２）のそ
れぞれで表される２価の有機基のうち１種以上と（Ｑ－３）あるいは（Ｑ－４）のそれぞ
れで表される２価の有機基のうち１種以上との組み合わせからなる、
【００１５】

【化３】

【００１６】
ここで、Ｘ1は、単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＮＨＣＯ－、
－ＣＯＮＨ－、－Ｓ－またはアリーレン基でありそしてＲ1は、炭素数１０～２０のアル
キル基、脂環式骨格を有する炭素数４～４０の１価の有機基またはフッ素原子を有する炭
素数６～２０の１価の有機基である、
【００１７】

【化４】

【００１８】
ここで、Ｘ2は、単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＮＨＣＯ－、
－ＣＯＮＨ－、－Ｓ－またはアリーレン基でありそしてＲ2は、脂環式骨格を有する炭素
数４～４０の２価の有機基である、
【００１９】
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【化５】

【００２０】
ここで、Ｘ3は、－Ｏ－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＮＨＣＯ－、－ＣＯＮ
Ｈ－、－Ｓ－またはアリーレン基でありそしてＲ3は、炭素数１～２４のアルキレン基ま
たはハロゲン化アルキレン基である、
【００２１】
【化６】

【００２２】
ここで、Ｒ4は、炭素数１～２４のアルキレン基またはハロゲン化アルキレン基である、
によって達成される。
【００２３】
　本発明によれば、本発明の上記目的および利点は、第２に、本発明の垂直配向型液晶配
向剤から得られる液晶配向膜を具備することを特徴とする液晶表示素子によって達成され
る。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明の液晶配向剤によれば、垂直配向性が良好で、塗布性が良く、電圧保持率の高い
垂直配向型液晶配向膜が得られる。また本発明の液晶配向剤は“液晶”Ｖｏｌ．３　Ｎｏ
．２　１１７（１９９９年）および特開平１１－２５８６０５号に記載されている、ＩＴ
Ｏ上に突起を形成して液晶の配向方向を制御するＭＶＡ方式（図１参照）や、“液晶”Ｖ
ｏｌ．３　Ｎｏ．４　２７２（１９９９年）に掲載されているような電極構造を工夫して
配向方向を制御するＥＶＡ方式（図２参照）の垂直配向型液晶表示素子などで好適に用い
ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　以下、本発明について詳細に説明する。
【００２６】
　本発明の垂直配向型液晶配向剤は、イミド化重合体が有機溶媒に溶解されて構成される
。イミド化重合体は、テトラカルボン酸二無水物とジアミンとを反応させて得られるポリ
アミック酸のアミック酸部分を脱水閉環して得られる。
【００２７】
　すなわち、本発明で用いられるイミド化重合体は上記式（Ｉ－１）で表されるアミック
酸繰返し単位および上記式（Ｉ－２）で表されるイミド繰返し単位からなる。上記式（Ｉ
－１）および（Ｉ－２）において、Ｐ1およびＰ2の４価の有機基はテトラカルボン酸二無
水物から２つの酸無水物基を除去した残基に相当する。
【００２８】
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＜テトラカルボン酸無水物＞
　上記イミド化重合体の合成に用いられるテトラカルボン酸二無水物としては、下記の特
定テトラカルボン酸二無水物が好ましい。特定テトラカルボン酸二無水物の具体例として
は、例えば、１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，２－ジメチ
ル－１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，３－ジメチル－１，
２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，３－ジクロロ－１，２，３，
４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－テトラメチル－１，２，
３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－シクロペンタンテト
ラカルボン酸二無水物、１，２，４，５－シクロヘキサンテトラカルボン酸二無水物、３
，３’，４，４’－ジシクロヘキシルテトラカルボン酸二無水物、シス－３，７－ジブチ
ルシクロオクタ－１，５－ジエン－１，２，５，６－テトラカルボン酸二無水物、２，３
，５－トリカルボキシシクロペンチル酢酸二無水物、３，５，６－トリカルボニル－２－
カルボキシノルボルナン－２：３，５：６－ジ無水物、２，３，４，５－テトラヒドロフ
ランテトラカルボン酸二無水物、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５（テト
ラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３
－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５－メチル－５（テトラヒドロ
－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン
、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５－エチル－５（テトラヒドロ－２，５
－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３
，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－７－メチル－５（テトラヒドロ－２，５－ジオキ
ソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，
４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－７－エチル－５（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－
フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，
９ｂ－ヘキサヒドロ－８－メチル－５（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル
）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘ
キサヒドロ－８－エチル－５（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフ
ト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒド
ロ－５，８－ジメチル－５（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト
［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、５－（２，５－ジオキソテトラヒドロフラル
）－３－メチル－３－シクロヘキセン－１，２－ジカルボン酸二無水物、ビシクロ［２，
２，２］－オクト－７－エン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、３－オキサ
ビシクロ［３，２，１］オクタン－２，４－ジオン－６－スピロ－３’－（テトラヒドロ
フラン－２’，５’－ジオン）、下記式（Ｉ）および（ＩＩ）で表される化合物などが挙
げられる。
【００２９】
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【化７】

【００３０】
（式中、Ｒ5およびＲ8は、芳香環を有する２価の有機基を示し、Ｒ6およびＲ7は、水素原
子またはアルキル基を示し、複数存在するＲ6およびＲ7は、それぞれ同一でも異なってい
てもよい。）
　上記の特定テトラカルボン酸二無水物以外に、本発明の効果を妨げない範囲であれば、
他のテトラカルボン酸二無水物を併用してもよい。
【００３１】
　他のテトラカルボン酸二無水物としては、例えばブタンテトラカルボン酸二無水物の如
き脂肪族テトラカルボン酸二無水物；
ピロメリット酸二無水物、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水
物、３，３’，４，４’－ビフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、１，４，５，
８－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物、２，３，６，７－ナフタレンテトラカルボン
酸二無水物、３，３’，４，４’－ビフェニルエーテルテトラカルボン酸二無水物、３，
３’，４，４’－ジメチルジフェニルシランテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，
４’－テトラフェニルシランテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－フランテトラ
カルボン酸二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルス
ルフィド二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルスル
ホン二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルプロパン
二無水物、３，３’，４，４’－パーフルオロイソプロピリデンジフタル酸二無水物、３
，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、ビス（フタル酸）フェニルホ
スフィンオキサイド二無水物、ｐ－フェニレン－ビス（トリフェニルフタル酸）二無水物
、ｍ－フェニレン－ビス（トリフェニルフタル酸）二無水物、ビス（トリフェニルフタル
酸）－４，４’－ジフェニルエーテル二無水物、ビス（トリフェニルフタル酸）－４，４
’－ジフェニルメタン二無水物、エチレングリコール－ビス（アンヒドロトリメリテート
）、プロピレングリコール－ビス（アンヒドロトリメリテート）、１，４－ブタンジオー
ル－ビス（アンヒドロトリメリテート）、１，６－ヘキサンジオール－ビス（アンヒドロ
トリメリテート）、１，８－オクタンジオール－ビス（アンヒドロトリメリテート）、２
，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン－ビス（アンヒドロトリメリテート）、
下記式（１）～（８）で表される化合物の如き芳香族テトラカルボン酸二無水物を挙げる



(9) JP 4415740 B2 2010.2.17

10

20

30

40

ことができる。これらは１種単独でまたは２種以上組み合わせて用いられる。
【００３２】
【化８】

【００３３】
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【化９】

【００３４】
　上記脂環式テトラカルボン酸二無水物のうち、１，２，３，４－シクロブタンテトラカ
ルボン酸二無水物、１，３－ジメチル－１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸
二無水物、１，２，３，４－テトラメチル－１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボ
ン酸二無水物、１，２，３，４－シクロペンタンテトラカルボン酸二無水物、２，３，５
－トリカルボキシシクロペンチル酢酸二無水物、５－（２，５－ジオキソテトラヒドロフ
ラル）－３－メチル－３－シクロヘキセン－１，２－ジカルボン酸二無水物、シス－３，
７－ジブチルシクロオクタ－１，５－ジエン－１，２，５，６－テトラカルボン酸二無水
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水物、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオ
キソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，
４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－８－メチル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３
－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，
９ｂ－ヘキサヒドロ－５，８－ジメチル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－
フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］フラン－１，３－ジオン、ビシクロ［２，２，２］－
オクト－７－エン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、３－オキサビシクロ［
３，２，１］オクタン－２，４－ジオン－６－スピロ－３’－（テトラヒドロフラン－２
’，５’－ジオン）、上記式（Ｉ）で表される化合物のうち下記式（９）～（１１）で表
される化合物および上記式（ＩＩ）で表される化合物のうち下記式（１２）で表される化
合物が、良好な液晶配向性を発現させることができる観点から好ましい。特に好ましいも
のとして、１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，３－ジメチル
－１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、２，３，５－トリカルボキ
シシクロペンチル酢酸二無水物、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５－（テ
トラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］フラン－１，３
－ジオン、シス－３，７－ジブチルシクロオクタ－１，５－ジエン－１，２，５，６－テ
トラカルボン酸二無水物、３，５，６－トリカルボニル－２－カルボキシノルボルナン－
２：３，５：６－ジ無水物、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－８－メチル－
５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］フラン
－１，３－ジオン、３－オキサビシクロ［３，２，１］オクタン－２，４－ジオン－６－
スピロ－３’－（テトラヒドロフラン－２’，５’－ジオン）および下記式（１２）で表
される化合物を挙げることができる。
【００３５】
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【化１０】

【００３６】
　その他のテトラカルボン酸二無水物の中で好ましいものは、ブタンテトラカルボン酸二
無水物、ピロメリット酸二無水物、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン
酸二無水物、３，３’，４，４’－ビフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、１，
４，５，８－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物である。
【００３７】
　これらテトラカルボン酸二無水物のうち、脂環式テトラカルボン酸二無水物が全テトラ
カルボン酸二無水物に対して５０モル％以上であることが好ましい。
【００３８】
＜ジアミン＞
　上記式（Ｉ－１）および（Ｉ－２）におけるＱ1およびＱ2のそれぞれが表す（Ｑ－１）
、（Ｑ－２）、（Ｑ－３）および（Ｑ－４）のそれぞれで表される基は、ジアミン由来の
基であり、ジアミンから２つのアミノ基を除去した残基に相当する。以下、（Ｑ－１）ま
たは（Ｑ－２）のそれぞれで表される基を有するジアミンを、「特定ジアミン１」という
ことがある。
【００３９】
　上記式（Ｑ－１）において、Ｒ1で表される炭素数１０～２０のアルキル基としては、
例えば、ｎ－デシル基、ｎ－ドデシル基、ｎ－ペンタデシル基、ｎ－ヘキサデシル基、ｎ
－オクタデシル基、ｎ－エイコシル基などが挙げられる。
【００４０】
　また、脂環式骨格を有する炭素数４～４０の１価の有機基としては、例えば、シクロブ
タン、シクロペンタン、シクロヘキサン、シクロデカンなどのシクロアルカン由来の脂環
式骨格を有する１価の有機基；コレステロール、コレスタノールなどのステロイド骨格を
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有機基などが挙げられる。これらの中で、特に好ましくはステロイド骨格を有する１価の
有機基である。上記脂環式骨格を有する１価の有機基は、ハロゲン原子、好ましくはフッ
素原子で置換された基であってもよい。
【００４１】
　さらに、Ｒ1で表されるフッ素原子を有する炭素数６～２０の１価の有機基としては、
例えば、ｎ－ヘキシル基、ｎ－オクチル基、ｎ－デシル基などの炭素数６～２０の直鎖状
アルキル基；シクロヘキシル基、シクロオクチル基などの炭素数６～２０の脂環式炭化水
素基；フェニル基、ビフェニル基などの炭素数６～２０の芳香族炭化水素基などの有機基
における水素原子の一部または全部を、フッ素原子またはフルオロアルキル基で置換した
基が挙げられる。
【００４２】
　また、上記式（Ｑ－１）におけるＸ1で表される基は、単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－、－
ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＮＨＣＯ－、－ＣＯＮＨ－、－Ｓ－またはアリーレン基例えば
フェニレン基であり、これらのうち、特に好ましくは－Ｏ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－で
表される基である。
【００４３】
　上記式（Ｑ－１）で表される基を有するジアミンの具体例としては、ドデカノキシ－２
，４－ジアミノベンゼン、ペンタデカノキシ－２，４－ジアミノベンゼン、ヘキサデカノ
キシ－２，４－ジアミノベンゼン、オクタデカノキシ－２，４－ジアミノベンゼン、下記
式（１３）～（２９）で表される化合物を好ましいものとして挙げることができる。
【００４４】
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【００４５】
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【化１２】

【００４６】
　また、上記式（Ｑ－２）においてＲ2で表される脂環式骨格を有する炭素数４～４０の
２価の有機基としては、例えば、シクロブタン、シクロペンタン、シクロヘキサン、シク
ロデカンなどのシクロアルカン由来の脂環式骨格を有する２価の有機基；コレステロール
、コレスタノールなどのステロイド骨格を有する２価の有機基；ノルボルネン、アダマン
タンなどの有橋脂環式骨格を有する２価の有機基などが挙げられる。これらの中で、特に
好ましくはステロイド骨格を有する２価の有機基である。上記脂環式骨格を有する２価の
有機基は、ハロゲン原子、好ましくはフッ素原子で置換された基であってもよい。
【００４７】
　Ｘ2で表される基は、単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＮＨＣ
Ｏ－、－ＣＯＮＨ－、－Ｓ－またはアリーレン基例えばフェニレン基であり、これらのう
ち、特に好ましくは－Ｏ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－で表される基である。２つのＸ2は
同一でも異なっていてもよい。
【００４８】
　また、上記式（Ｑ－２）で表される基を有するジアミンの具体例としては、下記式（３
０）～（３３）で表されるジアミンを好ましいものとして挙げることができる。
【００４９】
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【００５０】
　次に、（Ｑ－３）および（Ｑ－４）で表される基について説明する。以下、（Ｑ－３）
または（Ｑ－４）のそれぞれで表される基を有するジアミンを、「特定ジアミン２」とい
うことがある。
【００５１】
　式（Ｑ－３）においてＲ3で表される炭素数１～２４のアルキレン基またはハロゲン化
アルキレン基としては、例えば－（ＣＨ2）p－（ここで、ｐは１～２４の整数である）で
表される基の如き直鎖状アルキレン基、２，２－プロピレン基の如き分岐アルキレン基あ
るいはこれらの基の水素原子がハロゲン原子で置換された基を挙げることができる。ハロ
ゲン原子としてはフッ素原子が好ましい。Ｘ3で表される基は単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－
、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＮＨＣＯ－、－ＣＯＮＨ－、－Ｓ－またはアリーレン基で
あり、これらのうち、－Ｏ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－が好ましい。２つのＸ3は同一で
も異なっていてもよい。
【００５２】
　また、式（Ｑ－４）においてＲ4で表される炭素数１～２４のアルキレン基またはハロ
ゲン化アルキレン基としては、上記式（Ｑ－３）におけるＲ3と同様の基を例示すること
ができる。
【００５３】
　（Ｑ－３）で表されるジアミンの内、特に好ましいものとしては、下記式（３４）（３
５）で表される化合物などが挙げられる。また（Ｑ－４）で表されるジアミンの内、特に
好ましいものとして、４，４’－ジアミノジフェニルメタン、４，４’－ジアミノ－１,
２－ジフェニルエタン、４，４’－ジアミノ－１,３－ジフェニルプロパンおよび下記式
（３６）、（３７）で表される化合物などが挙げられる。
【００５４】
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【化１４】

【００５５】
　上式（３５）において、好ましくはｎ＝１～１２の整数であり、より好ましくはｎ＝２
～６の整数である。
【００５６】
　本発明で用いられるポリアミック酸の合成においては、本発明の効果を損なわない程度
に、他のジアミン化合物を併用することができる。他のジアミン化合物としては、例えば
ｐ－フェニレンジアミン、ｍ－フェニレンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルスル
フィド、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン、３，３’－ジメチル－４，４’－ジア
ミノビフェニル、４，４’－ジアミノベンズアニリド、４，４’－ジアミノジフェニルエ
ーテル、１，５－ジアミノナフタレン、３，３－ジメチル－４，４’－ジアミノビフェニ
ル、５－アミノ－１－（４’－アミノフェニル）－１，３，３－トリメチルインダン、６
－アミノ－１－（４’－アミノフェニル）－１，３，３－トリメチルインダン、３，４’
－ジアミノジフェニルエーテル、３，３’－ジアミノベンゾフェノン、３，４’－ジアミ
ノベンゾフェノン、４，４’－ジアミノベンゾフェノン、２，２－ビス［４－（４－アミ
ノフェノキシ）フェニル］プロパン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェ
ニル］ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル
］スルホン、１，４－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、１，３－ビス（４－アミ
ノフェノキシ）ベンゼン、１，３－ビス（３－アミノフェノキシ）ベンゼン、９，９－ビ
ス（４－アミノフェニル）－１０－ヒドロアントラセン、２，７－ジアミノフルオレン、
９，９－ビス（４－アミノフェニル）フルオレン、４，４’－メチレン－ビス（２－クロ
ロアニリン）、２，２’，５，５’－テトラクロロ－４，４’－ジアミノビフェニル、２
，２’－ジクロロ－４，４’－ジアミノ－５，５’－ジメトキシビフェニル、３，３’－
ジメトキシ－４，４’－ジアミノビフェニル、１，４，４’－（ｐ－フェニレンイソプロ
ピリデン）ビスアニリン、４，４’－（ｍ－フェニレンイソプロピリデン）ビスアニリン
、２，２’－ビス［４－（４－アミノ－２－トリフルオロメチルフェノキシ）フェニル］
ヘキサフルオロプロパン、４，４’－ジアミノ－２，２’－ビス（トリフルオロメチル）
ビフェニル、４，４’－ビス［（４－アミノ－２－トリフルオロメチル）フェノキシ］－
オクタフルオロビフェニルなどの芳香族ジアミン；
【００５７】
　１，１－メタキシリレンジアミン、１，３－プロパンジアミン、テトラメチレンジアミ
ン、ペンタメチレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、ヘプタメチレンジアミン、オク
タメチレンジアミン、ノナメチレンジアミン、４，４－ジアミノヘプタメチレンジアミン
、１，４－ジアミノシクロヘキサン、イソホロンジアミン、テトラヒドロジシクロペンタ
ジエニレンジアミン、ヘキサヒドロ－４，７－メタノインダニレンジメチレンジアミン、
トリシクロ［６．２．１．０2,7］－ウンデシレンジメチルジアミン、４，４’－メチレ
ンビス（シクロヘキシルアミン）などの脂肪族および脂環式ジアミン；
【００５８】
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　２，３－ジアミノピリジン、２，６－ジアミノピリジン、３，４－ジアミノピリジン、
２，４－ジアミノピリミジン、５，６－ジアミノ－２，３－ジシアノピラジン、５，６－
ジアミノ－２，４－ジヒドロキシピリミジン、２，４－ジアミノ－６－ジメチルアミノ－
１，３，５－トリアジン、１，４－ビス（３－アミノプロピル）ピペラジン、２，４－ジ
アミノ－６－イソプロポキシ－１，３，５－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－メトキ
シ－１，３，５－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－フェニル－１，３，５－トリアジ
ン、２，４－ジアミノ－６－メチル－ｓ－トリアジン、２，４－ジアミノ－１，３，５－
トリアジン、４，６－ジアミノ－２－ビニル－ｓ－トリアジン、２，４－ジアミノ－５－
フェニルチアゾール、２，６－ジアミノプリン、５，６－ジアミノ－１，３－ジメチルウ
ラシル、３，５－ジアミノ－１，２，４－トリアゾール、６，９－ジアミノ－２－エトキ
シアクリジンラクテート、３，８－ジアミノ－６－フェニルフェナントリジン、１，４－
ジアミノピペラジン、３，６－ジアミノアクリジン、ビス（４－アミノフェニル）フェニ
ルアミンなどの、分子内に２つの１級アミノ基および該１級アミノ基以外の窒素原子を有
するジアミン；
【００５９】
　下記式（ＩＩＩ）で表されるジアミノオルガノシロキサンなどが挙げられる。
【００６０】
【化１５】

【００６１】
（式中、Ｒ7は炭素数１～１２の炭化水素基を示し、複数存在するＲ7は、それぞれ同一で
も異なっていてもよく、ｐは１～３の整数であり、ｑは１～２０の整数である。）
【００６２】
　これらのジアミン化合物は、単独でまたは２種以上組み合わせて用いることができる。
【００６３】
　これらのうち、ｐ－フェニレンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルスルフィド、
１，５－ジアミノナフタレン、２，７－ジアミノフルオレン、４，４’－ジアミノジフェ
ニルエーテル、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］プロパン、９，
９－ビス（４－アミノフェニル）フルオレン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキ
シ）フェニル］ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス（４－アミノフェニル）ヘキサフ
ルオロプロパン、４，４’－（ｐ－フェニレンジイソプロピリデン）ビスアニリン、４，
４’－（ｍ－フェニレンジイソプロピリデン）ビスアニリン、１，４－シクロヘキサンジ
アミン、４，４’－メチレンビス（シクロヘキシルアミン）、１，４－ビス（４－アミノ
フェノキシ）ベンゼン、４，４’－ビス（４－アミノフェノキシ）ビフェニル、２，６－
ジアミノピリジン、３，４－ジアミノピリジン、２，４－ジアミノピリミジン、３，６－
ジアミノアクリジンなどが好ましい。
【００６４】
　本発明におけるイミド化重合体は、上記式（Ｉ－１）で表されるアミック酸繰返し単位
を上記式（II－２）で表されるイミド繰返し単位からなり、それぞれの単位を両者の合計
に対し４０モル％以下、好ましくは２５モル％以下、および６０モル％以上、好ましくは
７５モル％以上で含有する。特に好ましくは、アミック酸繰返し単位を１０～２５モル％
そしてイミド繰返し単位を７５～９０モル％で含有する。
【００６５】
　本発明の液晶配向剤に含まれるイミド化重合体における特定ジアミン１に由来する２価
の有機基の割合は、ジアミン成分総量に対して、好ましくは７モル％以上であり、さらに
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好ましくは１０モル％以上である。この使用割合が７モル％未満の場合は、垂直配向性に
十分な効果が得られない場合がある。
【００６６】
　本発明の液晶配向剤に含まれるイミド化重合体における特定ジアミン２に由来する２価
の有機基の割合は、ジアミン成分総量に対して、好ましくは１０モル％以上であり、さら
に好ましくは２０モル％以上である。この使用割合が１０モル％未満の場合は、良好な塗
布性が得られない場合がある。
【００６７】
＜イミド化重合体の合成＞
　イミド化重合体は前駆体であるポリアミック酸のアミック酸部分を脱水閉環することに
より得られる。
［イミド化重合体前駆体であるポリアミック酸の合成］
ポリアミック酸の合成反応に供されるテトラカルボン酸二無水物とジアミンの使用割合は
、ジアミンのアミノ基１当量に対して、テトラカルボン酸二無水物の酸無水物基が０．２
～２当量となる割合が好ましく、さらに好ましくは０．３～１．２当量となる割合である
。
【００６８】
　ポリアミック酸の合成反応は、有機溶媒中において、好ましくは－２０℃～１５０℃、
より好ましくは０～１００℃の温度条件下で行われる。
【００６９】
　ここで、有機溶媒としては、合成されるポリアミック酸を溶解できるものであれば特に
制限はなく、例えばＮ－メチル－２－ピロリドン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ，
Ｎ－ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホキシド、γ－ブチロラクトン、テトラメチル
尿素、ヘキサメチルホスホルトリアミドなどの非プロトン系極性溶媒；ｍ－クレゾール、
キシレノール、フェノール、ハロゲン化フェノールなどのフェノール系溶媒を挙げること
ができる。また、有機溶媒の使用量（α）は、好ましくは、テトラカルボン酸二無水物お
よびジアミン化合物の総量（β）が、反応溶液の全量（α＋β）に対して０．１～３０重
量％になるような量である。
【００７０】
　なお、上記有機溶媒には、ポリアミック酸の貧溶媒であるアルコール類、ケトン類、エ
ステル類、エーテル類、ハロゲン化炭化水素類、炭化水素類などを、生成するポリアミッ
ク酸が析出しない範囲で併用することができる。かかる貧溶媒の具体例としては、例えば
メチルアルコール、エチルアルコール、イソプロピルアルコール、シクロヘキサノール、
４－ヒドロキシ－４－メチル－２－ペンタノン（ジアセトンアルコール）、エチレングリ
コール、プロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、トリエチレングリコール、エ
チレングリコールモノメチルエーテル、乳酸エチル、乳酸ブチル、アセトン、メチルエチ
ルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸
ブチル、メチルメトキシプロピオネ－ト、エチルエトキシプロピオネ－ト、シュウ酸ジエ
チル、マロン酸ジエチル、ジエチルエーテル、エチレングリコールメチルエーテル、エチ
レングリコールエチルエーテル、エチレングリコール－ｎ－プロピルエーテル、エチレン
グリコール－ｉ－プロピルエーテル、エチレングリコール－ｎ－ブチルエーテル、エチレ
ングリコールジメチルエーテル、エチレングリコールエチルエーテルアセテート、ジエチ
レングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジエチレン
グリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレン
グリコールモノメチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノエチルエーテルア
セテート、テトラヒドロフラン、ジクロロメタン、１，２－ジクロロエタン、１，４－ジ
クロロブタン、トリクロロエタン、クロルベンゼン、ｏ－ジクロルベンゼン、ヘキサン、
ヘプタン、オクタン、ベンゼン、トルエン、キシレンなどを挙げることができる。
【００７１】
　以上のようにして、ポリアミック酸を溶解してなる反応溶液が得られる。そして、この
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ポリアミック酸を得ることができる。また、このポリアミック酸を再び有機溶媒に溶解さ
せ、次いで貧溶媒で析出させる工程を１回または数回行うことにより、ポリアミック酸を
精製することができる。
【００７２】
［ポリアミック酸のイミド化］
　イミド化重合体は上記ポリアミック酸を脱水閉環することにより合成することができる
。本発明に用いられるイミド化重合体は、アミック酸とイミドの全繰返し単位におけるイ
ミド環を有する繰返し単位の割合（以下、「イミド化率」ともいう）が６０モル％以上で
ある構造を有する。イミド化率が６０モル％以上、さらに好ましくは７５モル％以上の重
合体を用いることによって、電圧保持率の高い液晶配向膜が形成可能な液晶配向剤が得ら
れる。
【００７３】
　ポリアミック酸の脱水閉環は、（ｉ）ポリアミック酸を加熱する方法により、または（
ｉｉ）ポリアミック酸を有機溶媒に溶解し、この溶液中に脱水剤および脱水閉環触媒を添
加し必要に応じて加熱する方法により行われる。
【００７４】
　上記（ｉ）のポリアミック酸を加熱する方法における反応温度は、好ましくは５０～２
００℃であり、より好ましくは６０～１７０℃である。反応温度が５０℃未満では脱水閉
環反応が十分に進行せず、反応温度が２００℃を超えると得られるイミド化重合体の分子
量が低下することがある。
【００７５】
　一方、上記（ｉｉ）のポリアミック酸の溶液中に脱水剤および脱水閉環触媒を添加する
方法において、脱水剤としては、例えば無水酢酸、無水プロピオン酸、無水トリフルオロ
酢酸などの酸無水物を用いることができる。脱水剤の使用量は、所望するイミド化率によ
るが、ポリアミック酸の繰返し単位１モルに対して０．０１～２０モルとするのが好まし
い。また、脱水閉環触媒としては、例えばピリジン、コリジン、ルチジン、トリエチルア
ミンなどの３級アミンを用いることができる。しかし、これらに限定されるものではない
。脱水閉環触媒の使用量は、使用する脱水剤１モルに対して０．０１～１０モルとするの
が好ましい。イミド化率は上記の脱水剤、脱水閉環剤の使用量が多いほど高くすることが
できる。なお、脱水閉環反応に用いられる有機溶媒としては、ポリアミック酸の合成に用
いられるものとして例示した有機溶媒を挙げることができる。そして、脱水閉環反応の反
応温度は、好ましくは０～１８０℃であり、より好ましくは１０～１５０℃である。また
、このようにして得られる反応溶液に対し、ポリアミック酸の精製方法におけると同様の
操作を行うことにより、得られたイミド化重合体を精製することができる。
【００７６】
＜重合体の対数粘度＞
　以上のようにして得られるイミド化重合体の対数粘度（ηln）の値は、好ましくは０．
０５～１０ｄｌ／ｇ、より好ましくは０．０５～５ｄｌ／ｇである。
【００７７】
　本発明における対数粘度（ηln）の値は、Ｎ－メチル－２－ピロリドンを溶媒として用
い、濃度が０．５ｇ／１００ミリリットルである溶液について３０℃で粘度の測定を行い
、下記式（ｉ）によって求められるものである。
【００７８】
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【数１】

【００７９】
［液晶配向剤］
　本発明の液晶配向剤は、上記イミド化重合体が、好ましくは、有機溶媒中に溶解含有さ
れて構成される。本発明の液晶配向剤を調製する際の温度は、好ましくは０℃～２００℃
であり、より好ましくは２０℃～６０℃である。
【００８０】
　本発明の液晶配向剤を構成する有機溶媒としては、例えば、Ｎ－メチル－２－ピロリド
ン、γ－ブチロラクトン、γ－ブチロラクタム、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ
－ジメチルアセトアミド、４－ヒドロキシ－４－メチル－２－ペンタノン、エチレングリ
コールモノメチルエーテル、乳酸ブチル、酢酸ブチル、メチルメトキシプロピオネ－ト、
エチルエトキシプロピオネ－ト、エチレングリコールメチルエーテル、エチレングリコー
ルエチルエーテル、エチレングリコール－ｎ－プロピルエーテル、エチレングリコール－
ｉ－プロピルエーテル、エチレングリコール－ｎ－ブチルエーテル（ブチルセロソルブ）
、エチレングリコールジメチルエーテル、エチレングリコールエチルエーテルアセテート
、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジ
エチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジ
エチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノエチルエ
ーテルアセテートなどを挙げることができる。
【００８１】
　本発明の液晶配向剤における固形分濃度は、粘性、揮発性などを考慮して選択されるが
、好ましくは１～１０重量％の範囲にある。本発明の液晶配向剤は、基板表面に塗布され
、液晶配向膜となる塗膜が形成される。固形分濃度が１重量％未満である場合には、この
塗膜の膜厚が過小となって良好な液晶配向膜を得ることができず、固形分濃度が１０重量
％を超える場合には、塗膜の膜厚が過大となって良好な液晶配向膜を得ることができず、
また、液晶配向剤の粘性が増大して塗布特性が劣るものとなる。
【００８２】
　本発明の液晶配向剤には、目的の物性を損なわない範囲内で、基板表面に対する接着性
を向上させる観点から、官能性シラン含有化合物、エポキシ化合物が含有されていてもよ
い。官能性シラン含有化合物としては、例えば３－アミノプロピルトリメトキシシラン、
３－アミノプロピルトリエトキシシラン、２－アミノプロピルトリメトキシシラン、２－
アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルト
リメトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメトキシシ
ラン、３－ウレイドプロピルトリメトキシシラン、３－ウレイドプロピルトリエトキシシ
ラン、Ｎ－エトキシカルボニル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－エトキシ
カルボニル－３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－トリエトキシシリルプロピル
トリエチレントリアミン、Ｎ－トリメトキシシリルプロピルトリエチレントリアミン、１
０－トリメトキシシリル－１，４，７－トリアザデカン、１０－トリエトキシシリル－１
，４，７－トリアザデカン、９－トリメトキシシリル－３，６－ジアザノニルアセテート
、９－トリエトキシシリル－３，６－ジアザノニルアセテート、Ｎ－ベンジル－３－アミ
ノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－ベンジル－３－アミノプロピルトリエトキシシラン
、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－フェニル－３－アミノプ
ロピルトリエトキシシラン、Ｎ－ビス（オキシエチレン）－３－アミノプロピルトリメト
キシシラン、Ｎ－ビス（オキシエチレン）－３－アミノプロピルトリエトキシシランなど
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を挙げることができる。
【００８３】
　また、エポキシ化合物としては、例えばエチレングリコールジグリシジルエーテル、ポ
リエチレングリコールジグリシジルエーテル、プロピレングリコールジグリシジルエーテ
ル、トリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、ポリプロピレングリコールジグリ
シジルエーテル、ネオペンチルグリコールジグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオ
ールジグリシジルエーテル、グリセリンジグリシジルエーテル、２，２－ジブロモネオペ
ンチルグリコールジグリシジルエーテル、１，３，５，６－テトラグリシジル－２，４－
ヘキサンジオール、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，－テトラグリシジル－ｍ－キシレンジアミン、
１，３－ビス（Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアミノメチル）シクロヘキサン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ
’，－テトラグリシジル－４，４’－ジアミノジフェニルメタン、３－（Ｎ－アリルーＮ
ーグリシジル）アミノプロピルトリメトキシシラン、３－（Ｎ，Ｎ－ジグリシジル）アミ
ノプロピルトリメトキシシランなどを挙げることができる。
【００８４】
　これら官能性シラン含有化合物やエポキシ化合物の配合割合は、重合体１００重量部に
対して、好ましくは、６０重量部以下、より好ましくは０．１～４０重量部である。特に
、エポキシ化合物を添加することにより、という効果があるため好ましい。特に好ましい
エポキシ化合物は、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，－テトラグリシジル－ｍ－キシレンジアミン、
１，３－ビス（Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアミノメチル）シクロヘキサン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ
’，－テトラグリシジル－４，４’－ジアミノジフェニルメタン、３－（Ｎ－アリルーＮ
ーグリシジル）アミノプロピルトリメトキシシラン、３－（Ｎ，Ｎ－ジグリシジル）アミ
ノプロピルトリメトキシシランなどの窒素含有エポキシ化合物である。
【実施例】
【００８５】
　以下、本発明を実施例により、さらに具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例に
制限されるものではない。
【００８６】
［イミド化重合体のイミド化率測定方法］
　イミド化重合体を室温で減圧乾燥した後、重水素化ジメチルスルホキシドに溶解させ、
テトラメチルシランを基準物質として室温で1Ｈ－ＮＭＲを測定し、下記式（ｉｉ）で示
される式により求めた。
【００８７】
　イミド化率（％）＝（１－Ａ1／Ａ2×α）×１００　－－－－－－（ｉｉ）
　　Ａ1：ＮＨ基のプロトン由来のピーク面積（１０ｐｐｍ）
　　Ａ2：その他のプロトン由来のピーク面積
　　α　：重合体の前駆体（ポリアミック酸）における、ＮＨ基のプロトン１個に対する
その他のプロトンの個数割合
【００８８】
［液晶表示素子の作製方法］
　ポジ型レジストを用いて形成した突起を有するＩＴＯ付きガラス基板（Ａ）およびＩＴ
Ｏのパターンを有するガラス基板（Ｂ）に、それぞれ液晶配向剤を印刷し、８０℃で１分
間、その後、窒素雰囲気下において２００℃で１時間乾燥することにより乾燥膜厚６００
オングストロームの塗膜を形成した。
【００８９】
　上記のようにして液晶配向膜が形成された基板を２枚作製し、基板（Ｂ）の外縁部に、
粒径５．５μｍの酸化アルミニウム球を含有するエポキシ樹脂系接着剤をスクリーン印刷
法により塗布した後、図１のような位置関係になるように２枚の基板を張り合わせた。
【００９０】
　基板の表面および外縁部の接着剤により区画されたセルギャップ内に、メルク社製液晶
ＭＬＣ－６６０８を注入充填し、次いで、注入孔をエポキシ系接着剤で封止して垂直配向
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【００９１】
［垂直配向性］
　クロスニコル下で電圧無印加時に液晶表示素子に対し垂直方向から目視で観察したとき
漏れ光が少なく、黒表示がなされたとき「良好」と判定した。
【００９２】
［電圧保持率］
　６０℃において液晶表示素子に５Ｖの電圧を６０マイクロ秒の印加時間、２０００ミリ
秒のスパンで印加した後、印加解除から２０００ミリ秒後の電圧保持率を測定した。測定
装置は（株）東陽テクニカ製ＶＨＲ－１を使用した。
【００９３】
　［液晶配向剤の塗布性］
印刷法により塗膜を形成し焼成後、目視により判定し、ハジキ、塗布ムラのないものを「
良好」とした。
【００９４】
＜重合体の合成＞
合成例１～１４
　表１に示す組成で、ジアミン、テトラカルボン酸二無水物を、この順で固形分濃度２０
％になるようにＮ－メチル－２－ピロリドンに加え、室温下で撹拌しながら４時間反応さ
せた。次いで、この溶液を大過剰の純水に注いで反応生成物を沈澱させ、その後、固形物
を分離して純水で洗浄し、減圧下４０℃で１５時間乾燥することにより白色粉末状のポリ
アミック酸を得た。このようにして得られたポリアミック酸を固形分濃度７％になるよう
にＮ－メチル－２－ピロリドンに溶解させ、ピリジン、無水酢酸を、繰返し単位１モルに
対して表１に示した割合でそれぞれ添加した後、１１０℃で４時間加熱して脱水閉環反応
を行った。得られた反応溶液を大過剰の純水に注いで反応生成物を沈澱させた。その後、
固形物を分離して純水で洗浄し、減圧下４０℃で１５時間乾燥させることによりイミド化
重合体（白色粉末状）を得た。このようにして得られたイミド化重合体およびポリアミッ
ク酸のジアミン、テトラカルボン酸二無水物組成および対数粘度を表1に示した。
【００９５】
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【表１】

【００９６】
　なお、合成例１４のみ脱水閉環反応を行っておらず、ポリアミック酸を最終生成物とし
ている。
（）内数字はｍｍｏｌ
ジアミン種、テトラカルボン酸二無水物種の略号は以下の通り。
酸無水物Ａ：２，３，５－トリカルボキシシクロペンチル酢酸二無水物
ジアミンＡ：ｐ－フェニレンジアミン
ジアミンＢ：式（３４）で表されるジアミン
ジアミンＣ：４，４’－ジアミノジフェニルメタン
ジアミンＤ：式（１４）で表されるジアミン
ジアミンＥ：式（１８）で表されるジアミン
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【００９７】
実施例１～９および比較例１～５
　ガンマブチロラクトン（ＢＬ）、Ｎ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）、ブチルセロ
ソルブ（ＢＣ）が重量比ＢＬ／ＮＭＰ／ＢＣ＝４０／３０／３０である混合溶剤９４ｇに
Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジル－４，４’－ジアミノジフェニルメタンを１ｇ添
加した後、合成例１～１４で得られたイミド化重合体（ＰＩ－１～ＰＩ－１３）あるいは
ポリアミック酸（ＰＡ－１４）のうち１種を５ｇ混合して撹拌することにより、本発明の
垂直配向型液晶配向剤を得た。この液晶配向剤を用いて液晶表示素子を作製し、各種評価
を行った。結果を表２に示す。
【００９８】
【表２】

【図面の簡単な説明】
【００９９】
【図１】本発明の実施例に用いられるＭＶＡ方式の垂直配向型液晶表示素子の模式図。
【図２】本発明の実施例に用いられるＥＶＡ方式の垂直配向型液晶表示素子の模式図。
【符号の説明】
【０１００】
１　カラーフィルター側電極（ＩＴＯ）
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２　液晶配向膜
３　画素電極（ＩＴＯ）
４　配向規制手段（突起）
５　配向規制手段（スリット）
６　液晶分子

【図１】

【図２】
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